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――循環型・地域資源重視型・付加価値創造型の鹿児島経済へ向けて――
菊地　裕幸＊
WhiletheKagoshimaareaenjoysmanyuniquequalitiesandattributes,withregardtostatistical
datasuchasprefecturalincome,addedvalueandwages,thisareadoesnotperformwellwhen
comparedwithotherprefectures.Itmightbesaidthattheareaiscontenttoplayasubordinate
economicrole.Inthispaper,IwillclarifythecharacteristicsofKagoshima’scurrentindustrial
structureandshowtheformtheindustrialstructuremusttakeinordertoachievesustainable
development.
１．はじめに
日本全国広しといえども，鹿児島県ほど住みやすく，多様な魅力に満ちあふれた地域はそうはないであ
ろう。県域は，北は長島町獅子島から南は与論島まで南北約600km に及び，屋久島，奄美群島，霧島，
桜島をはじめとしたダイナミックな自然環境，至るところに湧き出す温泉と観光名勝地，農林水産物やそ
れらを原材料とした飲食料品製造物による安心安全で豊かな食生活，良好な治安，そして何よりも義理人
情に厚く，礼儀正しい県民性等々，鹿児島に住んだことのある人，鹿児島を訪れたことのある人なら誰で
も，その強い個性と居心地の良さにたちまち魅了され，ファンになってしまうこと必定であろう。
また，明治維新は薩摩が成し遂げたのはもちろんのこと，鎌倉時代から続く島津氏による支配や藩政時
代における特異な領国統治，密貿易による豪商や港町の繁栄等々，極めて独特な歴史文化を有しており，
それらも鹿児島県の魅力を語る上で欠かせない要素の1つとなっている。
このように，多くの個性を有し，多様な魅力に溢れている鹿児島県であるが，その一方で，低い1人当
たり県民所得，付加価値額，賃金等々，統計面で見る限り，経済的には劣位に甘んじていると言わざるを
得ない。
また，鹿児島県も他の地方県と同様かそれ以上のペースで人口減少，少子高齢化が進んでおり，地域の
持続可能性を担保するための戦略的な取り組みは，待ったなしの状況となっている。とりわけ，地域にお
ける産業構造の特質を的確に見極め，比較優位産業を伸ばしていくことで雇用や所得を持続的に確保し，
もって若年層の人口流出を抑制してくことは，切実かつ喫緊の課題であると言えよう。
本稿では，このような問題意識のもと，鹿児島県における産業構造の特質，とりわけ付加価値や所得が
低位に留まっている要因を明らかにし，鹿児島経済が持続可能な発展を歩むべく，中長期的な観点からの
経済・産業構造のあり方について，考えてみたい。
　 　
キーワード：循環型・地産地消型経済，域外収支，付加価値，飲食料品製造業
　 　
＊本学経済学部教授
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２．鹿児島県経済および産業構造の特質
（１）県内総生産，県民所得
はじめに鹿児島県の経済規模および県民所得について，他県と比較しつつ確認する。
〈図表１〉のとおり，2014年度における鹿児島県の県内総生産は約5兆3,300万円であり，全国47都道府
県では第26番目の位置にある。ところが，人口1人当たり県内総生産で見ると319.6万円で，全国第40位に
まで下がる。また，鹿児島県の県民所得は3兆9,846億円で，全国で見ると第26位であるが，1人当たり県
民所得で見ると238.9万円で，全国第43位となる。
このように，鹿児島県の経済力は，人口１人当たりで見る限り，全国で40位台と最低位に近い状況と
なっている。このような状況は，基本的には戦後一貫して続いてきた。鹿児島県における１人当たり県民
所得は，沖縄県が日本復帰を果たす1972年度の前までずっと全国最下位であった（〈図表２〉）。その後は
40位台前半から半ばを行き来した後，2007年度から2011年度までは30位台後半にまで上昇したものの，
2012年度以降は再び40位台に甘んじている状況である。
1人当たり県内総生産や1人当たり県民所得は，あくまでも県民の豊かさを測る上での1つの指標にすぎ
ない。したがって，この数字に過度にとらわれたり一喜一憂したりする必要はない。ただ，全国と比べて
最下位に近いということは，他の県とは異なる何らかの“特殊性”を有しているということでもあり，そ
の“特殊性”が何かを突き止めることは，鹿児島県の地方創生や持続可能な発展を考える上でも意味のあ
ることであろう。とりわけ県内総生産は付加価値（＝家計外消費支出＋雇用者所得＋営業余剰＋資本減耗
引当＋租税公課）の合計額，県民所得は（雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）の合計額であり，県内総生
産や県民所得が小さいということは，付加価値や賃金，企業利益の少なさとも密接にかかわっていること
から，若年層をはじめとした雇用や所得の確保の観点からも，ゆるがせにすることのできない問題であろ
う。
（２）域外収支
次に，鹿児島県の域外収支について見てみる。
〈図表３〉のとおり，2014年度における鹿児島県の純移出入・統計上の不突合はマイナス1兆12億円と
なっており，大幅な移入超過となっている。この数字は全国47都道府県の中では第43位であり，鹿児島県
より移入超過となっているのは，北海道と首都圏の埼玉県，神奈川県，千葉県のみとなっていることから，
いかに特異な数字であるかがわかる。1人当たり純移輸出額で見ても鹿児島県はマイナス60.0万円，また
県内総生産に対する純移輸出の割合もマイナス18.8％となっており，いずれも全国第42位と低位に留まっ
ている。
大幅な域外収支赤字は，県外からの稼ぎが少なく逆に県外への漏出が大きいということを意味するもの
であるから，国からの補助金など財政移転に頼らない限り，この状況が続くと域内資金は次第に減少し，
地域の再投資力は失われ，地域の持続的発展はおぼつかなくなってしまうであろう。
産業別の域外収支を見てみると，域外収支がプラス（地域内で消費する以上に生産しており，地域外か
ら稼いでいる産業）の産業は，飲食料品（3,299億円），電子部品（2,389億円），窯業・土石製品（861億円），
運輸・郵便（683億円），漁業（618億円），電力・ガス・熱供給（272億円），生産用機械（71億円），林業（39
億円），対個人サービス（37億円），鉱業（35億円），不動産（1億円），水道（0.4億円），廃棄物処理（0.1
億円）であり，それ以外の産業は域外収支がゼロかマイナス（地域内の消費を満たす域内生産がなく，地
域外に生産を依存している産業）となっている（〈図表４〉）。鹿児島県は農業産出額が全国第3位であり，
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全国でも有数の農業県と目されているけれども1，農業の域外収支は203億円の移輸入超過となっている点
も特徴的である。
（３）比較優位産業
付加価値額（構成比）より，鹿児島県の比較優位産業を特定する。
〈図表５〉のとおり，鹿児島県において，付加価値構成比が全国平均よりも高い産業（特化係数の高い
産業）は，農林漁業，建設業，宿泊業・飲食サービス業，医療・福祉となっている。また，〈図表６〉の
とおり，製造業の中で付加価値構成比が全国平均よりも高い産業は，食料品製造業，飲料・たばこ・飼料
製造業，窯業・土石製品製造業，電子部品・デバイス・電子回路製造業，電気機械器具製造業となってい
る。
ここから，鹿児島経済において，農林漁業，建設業，宿泊業・飲食サービス業，医療・福祉，飲食料品
製造業，窯業・土石製品製造業，電子部品・デバイス・電子回路製造業，電気機械器具製造業の各産業が，
他地域と比べて比較優位な産業であると言える。ただし，さきの〈図表４〉に示されているように，建設
業，医療・福祉，電気機械器具製造業は収支がプラスマイナスゼロの域内市場産業もしくは移輸入超過産
業であり，また農林漁業においても農業は移輸入超過となっていることから，域外収支も踏まえた比較優
位産業は，漁業（および林業），宿泊業・飲食サービス業，飲食料品製造業，窯業・土石製品製造業，電
子部品・デバイス・電子回路製造業ということになるであろう。
（４）雇用者報酬，企業所得，賃金水準
1人当たり県民雇用者報酬，1人当たり民間企業所得，賃金水準を確認する。
鹿児島県における1人当たり県民雇用者報酬および1人当たり民間企業所得は，＜図表７＞のとおり，そ
れぞれ385.0万円，50.7万円で，全国の中での順位はそれぞれ40位，25位となっている。
1人当たり県民雇用者報酬は30位台後半から40位台前半と，一貫して低位に甘んじている。一方，1人当
たり民間企業所得は，ここ数年は川内原子力発電所の運転停止（再稼働は2015年8月から）等の影響もあ
り24～25位となっているが，それ以前は10位台前半を記録するなど，比較的上位に位置していた（〈図表
８〉）。
1人当たり県民雇用者報酬および1人当たり民間企業所得については，今後の動向を注視する必要がある
ものの，いずれにしても，鹿児島経済にとって雇用者への分配をさらに持続的に大きくしていくことと，
民間企業所得を引き上げていくことの両方が重要な課題であることは，論を待たないであろう。
産業別の1人当たり雇用者報酬を見てみると，鹿児島県全産業の1人当たり雇用者報酬の平均額は364.8
万円で全国平均438.8万円よりも74万円低い水準に留まっており，特に製造業やサービス業の賃金水準が
低くなっている（〈図表９〉）。製造業における1人当たり現金給与総額の平均額は328.1万円で全国平均
（436.5万円）より100万円以上低い水準となっている（〈図表10〉）。とりわけ鹿児島県においては食料品製
造業は製造業の中で最も就業者構成比が大きな産業である一方，賃金水準が低くなっており，製造業全体
の平均賃金を押し下げている。
（５）小括
以上，鹿児島県における経済・産業構造の特質を概観してきた。
要約すると，1人当たり県内総生産，1人当たり県民所得はいずれも40位台で，全国的に見ても最低位に
1  農林水産省（2016）「平成26年農業総産出額及び生産農業所得」参照。
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近かった。域外収支は大幅な移輸入超過となっており，現状では県外から稼ぐ分よりも漏出してしまって
いる分の方が圧倒的に大きかった。付加価値および域外収支の観点から，他県と比較した場合の比較優位
産業は，飲食料品製造業，電子部品・デバイス・電子回路製造業，窯業・土石製品製造業，漁業，宿泊業・
飲食サービス業（対個人サービス業）等であった。そして，1人当たり民間企業所得はそれほど低位では
ない一方，1人当たり県民雇用者報酬は30位台後半から40位台前半と低迷していた。賃金水準も，製造業
やサービス業が低く，製造業の中では，就業者構成比の最も大きな食料品製造業の賃金水準が極めて低く，
そのことが製造業全体の水準を押し下げていた。
さきにも記したように，雇用者への分配分は付加価値に含まれ，付加価値を合計したものが県内総生産
となること，また，同じく雇用者への分配分は県民所得に含まれるものであることから，雇用者報酬や賃
金水準が低いことは，県内総生産や県民所得が低いことと表裏一体の関係をなしていると言える。
また，域外収支が大幅移輸入超過となっていることは，県外から稼ぐ分よりも県外に流出していく分が
はるかに大きいということを意味しているわけであるから，この状況ではマクロ的には，雇用者への分配
分を飛躍的に増やすことも，また企業利益を十分に確保することも困難だと言わざるを得ず，したがって，
付加価値（県内総生産）も県民所得も低迷せざるを得ないということも，容易に想像がつく。
このように，経済のパイ（県内総生産，県民所得），域外収支（大幅移輸入超過），分配所得（雇用者報
酬，企業所得，賃金水準等）はそれぞれ密接にかかわりつつ，現状の鹿児島経済を形作っているといえる。
次節では，この3つの要素について，さらに深く掘り下げて考察していくこととしたい。
３．鹿児島県経済・産業の構造問題
（１）低い付加価値（率）
鹿児島県の経済をマクロから見て，県民1人当たり付加価値（1人当たり県内総生産）が低いということ
は，前節で指摘したとおりである。実は，県内の多くの個別産業においても付加価値率が低く，自社や自
産業の取り分を十分に確保することができていないのが現状である。ここでは，鹿児島県の基幹産業であ
る農林漁業と飲食料品製造業を例に，そのことを明らかにする。
〈図表11〉は，農林水産業および飲食料品製造業の付加価値率を示したものである。これによると，鹿
児島県の農林水産業は，産出額は5,975億円で北海道に次いで全国第2位，付加価値額（農林水産業の県内
総生産額）は1,973億円で全国第4位となっており，全国でも最上位に位置していることがわかる。ところ
が，付加価値率は33％で全国第47位と最下位に転落してしまう。
同様の状況は飲食料品製造業にも見られる。鹿児島県の飲食料品製造業は，産出額は1兆401億円で全国
第15位，付加価値額（飲食料品製造業の県内総生産額）は2,463億円で全国第17位である。産出額につい
ては，関東7都県（埼玉，神奈川，茨城，千葉，栃木，東京，群馬），東海2県（静岡，愛知），近畿2府1県
（兵庫，大阪，京都），それに福岡といった大消費地を擁している都府県を除くと，北海道に次いで第2位
となる2。ところが，飲食料品製造業の付加価値率は23.7％で全国第46位となっており，鹿児島県の基幹産
業である農林水産業と飲食料品製造業は，いずれも全国最低位に近い付加価値率となっているのである。
このように付加価値率が最低位に留まっている要因が何なのかを探るべく，飲食料品製造業について，
さらに細かい産業分類を見ていくこととする。
〈図表12〉は，鹿児島県の飲食料品製造業を細分類別に示したものである。これによると，製造品出荷
額等で上位に位置している産業は，配合飼料製造業，部分肉・冷凍肉製造業，その他の畜産食料品製造業，
2  鹿児島県では飲食料品製造業以外の製造業が相対的に弱いということもあり，製造業に占める飲食料品製造業の割合は57.9％と
5割を超えており（製造品出荷額ベース），この数字はダントツ全国第1位である。総務省・経済産業省（2017）参照。
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蒸留酒・混成酒製造業，その他の水産食料品製造業，製茶業等であり，これら産業の多くが，従業者数や
付加価値額でも上位を占めていることがわかる。ところが，付加価値率を見てみると，上位8産業のうち，
全国平均を上回っている産業はわずかに，その他の畜産食料品製造業，蒸留酒・混成酒製造業の2産業の
みである。
付加価値率とは，産出額に占める付加価値額の割合を示す指標であり，いわば産出との比較の中で自社
の“取り分”がどのぐらいかを示すものである。付加価値率が高いということは，手間暇をかけ，あるい
は加工を施すなどして商品の価値を上げ，自社の取り分を相対的に多くしているということであり，逆に
付加価値率が低いということは，産出額に比して自社の取り分が少なく，原材料費などの中間投入額で多
くが消えてしまっているということを意味する。実際，付加価値率の低い配合飼料製造業，部分肉・冷凍
肉製造業，その他の水産食料品製造業，製茶業などは，加工度の低い産業であり，結果として薄利多売構
造となっている。とりわけ，製造品出荷額等全体の約4割を占める配合飼料製造業，部分肉・冷凍肉製造
業の上位2産業の付加価値率が極めて低いことにより，鹿児島県の飲食料品製造業全体の付加価値率も全
国第46位と，全国平均よりもかなり低い水準にとどまってしまっているのである3。
このように見てくると，鹿児島県の飲食料品製造業において付加価値率が低いのは，原材料費などの中
間投入が相対的に大きく，また加工度や手間暇度が相対的に小さいため，十分な付加価値額を上げられて
いないからだということがわかる。
これまで鹿児島県は，日本の重要な食料基地の1つとして，良質な農水畜産物やその加工品を供給し続
け，日本の経済社会に貢献してきた。しかし，そのような経済・産業構造は，基本的には加工度の低い素
材・原材料供給型であり，それ自体が低付加価値（率）構造を内包するものだったのである。
しかも，そのような構造は，BtoB 取引を中心とするものであることから，生産者と最終消費者との
接点は希薄になりがちであり，消費者ニーズを生産者が的確に捉えることは困難とならざるを得ない。ま
た，消費者も当該生産物と生産地（鹿児島県）との関係性を意識する機会はさほど持てないであろう。
鹿児島県は伝統的に商品の PRやプロモーションが下手と言われる。また，「良いものを作っていれば
商品は自ずと売れる」といったプロダクトアウト的な思考の強い生産者も少なからずいるように思われ
る。鹿児島県におけるこのような特徴は，素材・原材料供給型の産業構造の中で形成されてきたと考える
べきであり，これからも素材・原材料供給型産業構造が中核であり続ける限り，生産者の消費者ニーズ把
握力やマーケティング力の向上，ひいては低付加価値構造からの脱却は困難であると言わざるを得ない。
鹿児島県も食品関連産業の重要性については認識しており，近年では「かごしまの食と雇用をもりあげ
るプロジェクト」や「新かごしま『“食”と“職”』の魅力向上・加速化プロジェクト」など，様々な付加
価値向上策に取り組んでいるものの，まだまだ十分とはいえない4。その根底には鹿児島県の経済・産業に
おける構造問題が横たわっていることを理解する必要がある。
（２）大幅な移輸入超過
鹿児島県の域外収支は，1兆円を超える大幅な移輸入超過であった。
地域経済が持続的かつ自律的に発展していくための基本条件は，①域外への移出力強化により持続的に
外貨を獲得すること，②域内資金を漏出させないよう域内の産業連関を進め域内循環の促進を図ること，
3  同様の構図は，農業生産においても見られる。鹿児島県の農業産出額は全国第3位で有数の農業県である一方，生産農業所得率
（生産農業所得額を農業産出額で除して100を乗じたもの）は27.0％で全国第44位に低迷している。これはすなわち，産出額に比し
て自らが得る所得額は極めて低位にとどまっているということを意味しているからである。農林水産省（2016）「平成26年農業総
産出額及び生産農業所得」参照。
4  鹿児島県（2016）参照。
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であった5。この2つの条件が満たされることにより，昨年よりも今年，今年よりも来年と，地域内で持続
的に再投資を行うことが可能となり，地域の雇用や所得を創出することができる6。そのためには，地域の
優位性を活かした基盤産業を育てて域外マネーを獲得するとともに，稼いだ外貨を域内で循環させること
で域内市場産業を充実させることが肝要である。
ところが，鹿児島県では毎年度，巨額の漏出（域外収支赤字）が発生しており，このままでは，中央政
府の財政的支援がなければ，地域経済は縮小再生産となり，衰退の一途をたどることとなりかねない。こ
のような状況を改善するためには，言うまでもなく，上記の①移出力強化による外貨の獲得，②域内循環
の促進による漏出防止，を強化するしかない。①は，県産品を積極的に県外や海外に販売して外貨を獲得
するということであるから「地産外消」，また②は，県民が県外品ではなく県産品を消費することにより
県内で資金を循環させるということであるから「地産地消」と言い換えることが可能であろう。「地産外
消」と「地産地消」は対立する概念であるかのように思われがちであるが，本来は両立させることは全く
可能であり，地域の持続的発展のためにはどちらも欠かすことのできないものである。
「地産外消」（移出力の強化）に関していうならば，得意分野を伸ばすことで，域外から外貨を獲得し得
る力量を整え，地域内再投資力を高めるという点において，その重要性は強調してもし過ぎることはない。
ただ，その一方で，限度を超えた地産外消は，様々な副作用を伴うということにも注意する必要がある。
たとえば，農畜産物の過度の移輸出は，地元で十分な加工を施すことなくほぼ素材のままで供給するこ
とでブランド品にまで高めることができず，あるいは県外資本との力関係から買い叩かれ，結果として低
利益に甘んじざるを得ないかもしれない。また，移輸出のために，あとさき考えずに大量に飼養し大量に
生産することで，大量の畜糞尿が発生し，悪臭や環境汚染を引き起こしてしまうことも考えられる。飼料
を移輸入に依存している場合には，それだけ漏出も大きなものとなってしまうであろう。さらには，移輸
出を優先するあまり，地元での流通・消費がおろそかになり，結果として地産地消に反してしまうのみな
らず，地元の消費者の嗜好や享受能力を高めることができず，商品に対する共感も得られないといったこ
とも十分起こり得る。
このような移出力強化に伴う副作用ないし影の側面は，（a）本来は価値の高い商品を必要以上に廉売し
商品そのものの価値を貶めたり，（b）県民の豊かさを実現するための手段であるはずの移輸出それ自体
がいつの間にか目的と化して経済至上主義に陥ってしまったり，さらには，（c）無理な移輸出が地域の環
境容量をオーバーして環境汚染などの外部負経済を引き起こしてしまう，などといった事態を暗示させる
ものである。
さきに鹿児島県の農業が移輸入超過であることを指摘したが，そのかなりの部分は，実は畜産の飼料代
によるものである。鹿児島県農業産出額の約6割は畜産が占めており，鹿児島県は文字通り畜産王国と呼
ぶにふさわしいけれども，飼料代は費用全体の6～7割を占めており，しかもそのほとんど全量を輸入に依
存しているという構造になっている7。現状の畜産はある意味において，鹿児島県のエース産業であると同
時に，低い付加価値率および巨額の漏出という重荷＝産業構造上の問題も背負わされているのである。
そう考えると，無理をしてでも強引に移輸出を推進すればよいということではなく，「環境容量の範囲
内での持続可能な移輸出によって外貨を獲得する」ということ，および「安心安全な地産地消によって自
分達の生活の豊かさを実現する」ということ，この2つをいかに両立させるかという視点が求められてい
るのではないであろうか8。
5  中村良平（2014）『まちづくり構造改革』6ページ参照。
6  岡田知弘（2005）『地域づくりの経済学入門』139ページ参照。
7  鹿児島県（2017）および農林水産省生産局畜産部（2014）9ページ参照。
8  筆者の試算によると，仮に，持続可能な移出力強化と，地産地消の促進による漏出減少によって，現状の移輸入超過額約1兆円
を半分程度（5,000億円）にまで減らすことができた場合には，鹿児島県の1人当たり県内総生産は319.6万円から349.6万円へ，ま
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（３）低い雇用者報酬および賃金水準
鹿児島県の雇用者報酬および賃金水準はいずれも低位に甘んじている状況であった。
さきにも記したように，雇用者報酬と付加価値には密接な関係があり，付加価値が低迷したままでは，
雇用者報酬の引き上げも困難だと言わざるを得ない。
また，個別の産業で見ても，特に食料品製造業やサービス業の賃金水準が低かったが，これらはまさに
付加価値（率）が低いという課題を抱えている産業であった。中長期的なあり方としては，個々の事業者
が創意工夫を凝らしたり手間暇をかけたりすることで利益を増やし，付加価値（率）を上げつつ，雇用者
への分配分を増やしていくという道が王道であろう。
ところで，鹿児島県においては，設備投資，研究開発，特許取得の面においても必ずしも活発な活動が
なされているとは言い難い。鹿児島県では，1企業当たり設備投資額は全国第39位，1企業当たり研究開発
費は全国第45位，特許数対事業所比率は全国第45位と，いずれも低位に甘んじている9。もちろん，産業構
造の違いに応じて設備投資の水準等も異なってくるであろうから，この順位のみをもって直ちに鹿児島県
が振るわないと断定するのは適切ではないかもしれない。ただ，それでもやはり，全国30位台後半から40
位台というのは寂しい限りであり，ここからは鹿児島県の産業・企業においては，やや保守的傾向が強く，
企業家精神も十分とは言えない現状の一端を垣間見ることができるであろう。
経済・経営が発展していくための原動力は，前向きな挑戦心や創造性，そして何よりも顧客ニーズを常
に探究し，ニーズに合致した財・サービスを提供し続けるといった企業家精神である。このような企業家
精神に基づく創造的破壊により，顧客ニーズは開発され，企業利益も向上し，さらには地域経済社会の発
展にもつながり得る。これこそまさに“三方良し”の好循環の実現であろう。賃金水準や付加価値向上等
の観点からも，さらなる企業家精神の発揮が求められる。
（４）「循環型・地域資源重視型・付加価値創造型経済社会」という選択肢
ここまで鹿児島県経済・産業における低い付加価値（率），大幅移輸入超過，低い賃金水準といった課
題について見てきた。それぞれは相互に密接にかかわっており，特に付加価値が低いことが，企業が十分
な利益を出せないことや，賃金水準が低くなっていることとつながり，また移輸出に際しても県外資本に
買い叩かれたり，原材料費が大きな負担となっていたりすることが分かった。
総じて，「良いものはあるのに」，「潜在的価値は大きいのに」，それらを十分に活かすことができていな
いという現状が浮かび上がる。各種統計資料では，鹿児島県の全国順位は軒並み30位台後半から40位台で
あった。もちろん，統計には表れない豊かさもあるだろうし，実際鹿児島県において，多くの県民の生活
の質が豊かであることは疑いようがない。
ただ，これからは，人口減少をはじめ，少子高齢化，さらなるグローバル化やインバウンド，国の財政
危機と地方の自立等々，経済社会が急激に変化していくことは避けられない。30年後，50年後を見据え，
孫，子の代まで活力に満ち溢れた豊かな鹿児島経済社会を持続させていくためには，これまで見てきた鹿
児島県経済・産業の“特殊性”を正視した上で，改善へ向けた努力を積み重ねていくことが肝要であろう。
では，何をどのように改善すればよいのであろうか。そのヒントとなり得るのが，「循環型・地域資源
重視型・付加価値創造型経済社会」という選択肢である。
た全国順位も第40位から第30位まで上昇する。内閣府「県民経済計算」平成26年度版をもとに試算。
9  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス」参照。
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４．循環型・地域資源重視型・付加価値創造型の鹿児島経済へ向けて
（１）循環型・地域資源重視型・付加価値創造型の意味するもの
これまでに明らかになった鹿児島県の産業構造の特質について，改めて要約すると，①豊かな自然環境，
豊富な農水畜産物を基盤とした上で，②加工度の低い素材や原材料を供給して外貨を獲得，③事業者の取
り分は相対的に少なく，低付加価値構造・低賃金構造となっており，④BtoB 主体の取引により消費者
ニーズにやや疎く，またマーケティング力やプロモーション力等も十分育っておらず，⑤域外から大量の
原材料を移輸入しており，域外収支は大幅赤字，⑥大量飼養大量生産により薄利多売，大量の廃棄物（畜
糞尿等）が発生し，環境対策に苦慮，⑦企業家精神も十分に発揮されていない，というものであった。こ
れまで見てきた低付加価値，域外収支大幅赤字，低賃金水準などの問題も，上述のような産業構造の中に
構造的に埋め込まれ，切っても切り離せない関係にあった。
鹿児島県におけるこのような産業構造を抜本的に変革し，多様な潜在的魅力や潜在的資源を活かし，未
来へ向けて持続可能な発展を推進してくためには，（a）「素材供給型・低付加価値型」から「付加価値創
造型・消費者ニーズ探究型」へ，（b）「原材料域外調達型」から「地域資源重視型」へ，（c）「大量生産大
量廃棄型」から「循環型」へと産業構造の転換を図っていくことが不可欠である。
（a）「素材供給型・低付加価値型」から「付加価値創造型・消費者ニーズ探究型」へ
素材や原材料はすべての財・サービスの起点であり，なくてはならないものであることは言うまでもな
い。ただ，素材・原材料供給型が産業の中心となってしまうと，必然的に低付加価値型の産業構造となり，
価格変動も不安定なものとならざるを得ない。それゆえ，素材・原材料のニーズや意義を踏まえた上で，
各産業・企業が加工度を高めたり，創意工夫を凝らしたりして付加価値向上の努力を重ねることにより，
素材・原材料中心の産業構造から脱却を図っていくことが模索されるべきである。
また，素材・原材料供給型の産業構造だと，どうしてもBtoB が中心となり，消費者のニーズや反応
に疎くなりがちとなってしまうことから，できるだけBtoC や6次産業化を推し進めることで，最終消費
者に接近し，消費者ニーズに的確に対応していくことが肝要である。
これが，「付加価値創造型・消費者ニーズ探究型」産業構造の目指すところのものである。
（b）「原材料域外調達型」から「地域資源重視型」へ
現状における鹿児島経済は大幅移輸入超過であり，すべてを自給自足することなど不可能である以上，
これにはやむを得ない面もある。ただ，大幅赤字の状況をすべての事業者や県民が理解し，改善するため
の努力は傾けるべきではないであろうか。
たとえば，畜産飼料の原材料はほぼ全量を海外からの輸入に依存しているが，その一部だけでも耕作放
棄地を活用して県内供給に代替したり，あるいは鹿児島県は飲食料品製造業が盛んであるので，エコ
フィードをさらに活用したりといったことも考えられよう。また，域外収支の大幅赤字を改善していくた
めには，事業者間のさらなる連携・連関も欠かせないであろう。そしてこのような取り組みを推進してい
くに際しては，事業者はもちろんのこと，県民や消費者の幅広い理解・共感が不可欠であり，そのための
啓発等も推進していく必要がある。
地域で活用できる資源は積極的に活用し，できるだけ資金を域外に流出させないような仕組みを試行錯
誤を重ねながら構築していくことが肝要であり，これが「地域資源重視型」産業構造の基本的な考え方で
ある。
（c）「大量生産大量廃棄型」から「循環型」へ
現状では，たとえば畜産においては大量の飼料を海外から輸入して多頭数の牛豚を飼養し，大量の畜糞
尿を発生・処理している。その結果，悪臭や土壌・河川の汚染等，環境に多くの負荷をかけるとともに，
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本来は有機肥料として活用可能なはずの畜糞尿はごく一部しか活用されず，大部分は産業廃棄物として廃
棄されている。鹿児島県の畜産は全国有数の産出を誇っており，県経済に多大の貢献をなしているが，効
率的経営や生産性の上昇を追い求めた結果，資金循環や資源循環の観点からは逆に無理や無駄が多く，持
続可能な構造とは言えなくなってしまっているのではないであろうか。
飼料原材料を輸入するにしても，それが県経済全体から見てどのような意味を持ち，またどのような影
響をもたらすのか，過度の大量飼養大量生産体制は地域の環境容量を超えていないか，そしてその結果と
してもたらされる畜糞尿が環境に悪影響を及ぼさず適切に処理・再利用されるためにはどうすればよいの
か，等のことまで私達は総合的に思いを巡らせる必要があるのではないであろうか。私達は孫，子の代ま
でこの素晴らしい地域環境・地球環境を保全していく責務を有しているのであり，そのためにも限りある
資源を有効活用し，循環型経済社会を構築していくことが求められているのである。
（２）循環型・地域資源重視型・付加価値創造型の鹿児島経済へ向けて
では，循環型・地域資源重視型・付加価値創造型の産業構造への転換へ向けて，具体的にどのようなこ
とが求められるのであろうか。
まずは第一に，私達県民が地域固有の資源や魅力，そして強みを認識することが重要である。自然環境
にしても農水畜産物にしても，畜糞尿にしても，あまりにもゴロゴロと身近に豊富に存在しているので，
私達はその貴重さやありがたみを十分認識できていない部分もあるのではないであろうか。これからの地
方創生・地域の自立の時代においては，地元の何気ない資源を“宝”として認識し，それを活かすための
力量が問われることになる。そしてそのためには，従来型の大量生産大量廃棄型の価値観から脱却し，ま
た地域固有の資源・歴史・文化の重要性や価値を理解すべく，幼いうちから循環型経済社会の意義と必要
性を地域教育とかかわらせつつ身近な問題として認識させ，循環型システムに基づいた地域経済持続の必
要性を徹底的に啓発していくことが重要である。
市民，行政，企業，各種団体，NPO，学校等々，様々な主体による自立した地域の取り組みや努力は，
地域への愛着や誇りを醸成し，そしてそれが地域独自の創造性や文化性の源泉となり，新たな地域の“宝”
を生み出す。多様性の価値の認識は，相手を思いやる心を育むことにもつながり得る。そのような好循環
こそが地域の付加価値を創出し，循環型・地域資源重視型・付加価値創造型の経済社会を構築していくた
めの第一歩となるであろう。
第二に，循環型・地域資源重視型・付加価値創造型経済社会の構築へ向けた具体的な実践である。たと
えば，これまで見てきたように，鹿児島県は豊かな自然環境，歴史・文化，観光スポット等に恵まれてい
ると同時に，農水畜産業や飲食料品製造業が盛んで，さらに宿泊業や飲食サービス業等も比較優位産業と
なっていることから，観光産業と「食」関連産業のさらなる連携・融合を図っていくことが，これからの
鹿児島県の持続的発展の1つのカギになるものと思われる。
その際に，「資金の循環」と「資源の循環」を意識しつつ，環境負荷が少なく，県外漏出が少なく，川
上（農水畜産業）から中流（飲食料品製造業）を経て川下（宿泊業・飲食サービス業）に至るまでの域内
連携・連関により，「顔の見える」食循環・連関を構築し，地域全体で付加価値を創造・向上させていく
ことが重要である。飲食料品生産における「顔の見える」食循環・連関は，それ自体が消費者や享受者の
信頼・共感を呼び起こし，ブランド価値足り得る。各事業者の単位は小さく，連携・連関なしでは到底県
外の大手資本に対抗することは困難であるが，スモールビジネスが連携・連関することで，ブランド価値
を創出し，地域全体で付加価値を向上させることが可能となるのである。もちろん，観光客に総合的に満
足してもらいリピーターになってもらうためには，「食」関連だけでなく，魅力的な観光コンテンツの整
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備・充実も欠かせない課題であろう10。
また，鹿児島県における畜産の重要性と課題を踏まえた場合，バイオマスエネルギーの活用・普及が極
めて有望である。畜産系バイオマスエネルギーは，畜糞尿を発酵させてバイオガスを生成し，それを電力，
熱，ガスなどのエネルギーに転換する仕組みである。環境（悪臭，土壌汚染，地球温暖化等），エネルギー
生産，畜産の生産効率化の面のみならず，エネルギーの移出や域内循環など地域経済活性化の側面や，資
源の有効活用（液肥の活用）といった観点からも有意義であり，循環型・地域資源重視型・付加価値創造
型の経済社会構想とも整合的である。鹿児島県の基幹産業の1つである飲食料品製造業をはじめとした
「食」関連産業と連携しつつ，焼酎かすや食品残さ等の原材料も受入処理することで，畜糞尿のみの場合
よりもガス発生効率を上昇させるとともに循環型の経済社会を構築することができ，まさに鹿児島県に
とってはうってつけの事業であると言える。
畜産系バイオマス事業は，多様かつ多層的な主体が連携しつつ推進していく必要があるため，そのため
の体制づくりや技術面での準備等に多大な時間と労力を要するかもしれない。しかし，多様な主体がかか
わるからこそ，域内への波及効果や循環効果は大きくなるのであり，域外黒字や付加価値を創出して地域
に所得や雇用を生み出し，農・畜・エネルギー・環境・「食」関連による産業間連携をも可能にするので
ある。その恩恵は特定の事業者のみに留まらず，地域全体に波及する極めて公共性の高い事業であると言
える11。
畜産系バイオマス事業は，すでに欧州では広く実施されており，また日本でも特に北海道において積極
的に推進されている。鹿児島県は日本でも有数の畜産王国であるけれども，残念ながら現時点（平成30年
3月末現在）での稼働事例はない。付加価値創造，域外収支の改善，豊富な原材料（畜糞尿や食品残さ等）
等々，条件はそろっていることから，今後の展開が期待されるところである。
そして第三に，鹿児島県における既存の比較優位産業や付加価値率の高い産業をさらに伸ばし，また連
携を深めることでブランド力を高め，付加価値向上を図っていくことが肝要である。たとえば，飲食料品
製造業において，蒸留酒・混成酒製造業（焼酎等），でんぷん製造業，肉加工品製造業，水産練製品製造業，
食酢製造業（黒酢等），動植物油脂製造業（ごま油等），清涼飲料製造業等の各産業は，相対的に付加価値
率の高い，「稼げる」産業であった。これらを鹿児島県の強みや売りにしてさらに伸ばすとともに，これ
ら各産業同士の連携・融合，さらには柑橘類，芋類，そらまめ，マンゴー，びわ，茶等々，鹿児島ならで
はの食材を組み合わせて化学反応を起こし，「これぞ鹿児島！」といった逸品を生み出すことも決して不
可能ではないように思われる。要は，「かごしま」の価値をいかに商品に付与して付加価値を高めていく
かということであり，創造性やチャレンジ精神旺盛な企業家が自由に活動・連携しやすい環境を整えてい
くとともに，技術面・資金面・情報面等での産学官金連携等による持続的支援体制の構築が重要である。
その他にも，行政によるメリハリのきいた政策的・財政的支援の必要性や，一次産業を中心とした担い
手・後継者育成の問題，さらには地域の人口を維持し，地域経営の担い手を確保する観点から，「循環型・
地域資源重視型・付加価値創造型」地域づくりに対する共感と意欲ある人材の誘致等々，克服すべき課題
は山積している。
地方創生とは，地域の各主体が地域を持続的に未来に繋げていくために，本気で地域のことを考え，自
立（自律）的・主体的に地域経営を行っていくための持続的な取り組みのことである。地域のすべての主
体が危機意識を共有し，持続可能な発展のためのグランドデザインを構築し，これらの課題を1つずつ地
10 たとえば鹿児島県独特・固有の歴史・文化・観光スポットとして，藩政時代各地に形成された外城を活用・整備した観光や，
密貿易等で栄えた坊津，阿久根，内之浦，志布志等の港町を活用・整備した観光等が挙げられる。原口泉編（1999），中村明蔵
（2000）などを参照。
11 再生可能エネルギーと地域経済活性化の関係については，諸富編（2015）を参照。
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道に根気よくクリアしていくことが重要であり，そのプロセスの中で，地域の持続可能性も育まれていく
のである。
５．おわりに
以上，鹿児島県における産業構造の課題と今後のあり方について論じてきた。
現状でも鹿児島県は十分に魅力的であるけれども，その魅力を保持ないし活用しつつ，経済・産業面で
の諸課題を克服していくことにより，さらに魅力は増し，未来へ向けて持続可能な発展が可能になるとい
うこと，そして，そのための産業構造のあり方として「循環型・地域資源重視型・付加価値創造型」への
転換の必要性について提起した。
現代は，人口減少，少子高齢化，グローバリゼーション，福祉国家の黄昏，国際情勢の変化等々，時代
の大転換期に差しかかっており，旧来型のシステムや価値観は根底からの改革や転換を余儀なくされてい
る。そのような激動の時代状況の中にあって，かつて先人達が明治維新を成し遂げて新しい時代を切り拓
いたように，現代の鹿児島県においても，県民をはじめすべての関係主体が，まさにそのような爆発的パ
ワーを再び発揮し，地域資源や環境を尊重しつつ，真に豊かで持続可能な経済社会を構築すべく，今こそ
世界に誇れる「鹿児島モデル」を構築すべきときなのではないであろうか。
地域の個性と努力が花開く時代に，いつまでも温かで，ダイナミックで，世界中から敬愛されてやまな
い鹿児島であり続けることを，期待している。
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〈図表１〉県内総生産および県民所得の状況
都道府県
県内総生産 1人当たり県内総生産 県民所得 1人当たり県民所得
実額（百万円） 順位 実額（万円） 順位 実額（百万円） 順位 実額（万円） 順位
01 北海道 18,484,615 8 342.3 30 13,823,619 9 256.0 34
02 青森県 4,427,910 31 335.2 33 3,177,145 33 240.5 41
03 岩手県 4,647,038 28 361.8 25 3,488,246 28 271.6 29
04 宮城県 8,895,851 14 382.2 18 6,534,558 14 280.7 24
05 秋田県 3,458,566 40 333.5 34 2,558,180 40 246.7 39
06 山形県 3,754,564 35 332.0 36 2,927,508 36 258.9 32
07 福島県 7,399,862 20 382.3 17 5,536,560 21 286.1 21
08 茨城県 11,612,394 11 397.9 11 9,012,620 11 308.8 11
09 栃木県 8,182,902 16 413.3 8 6,343,577 15 320.4 4
10 群馬県 8,005,480 17 405.1 10 6,109,028 17 309.2 10
11 埼玉県 20,914,429 5 288.9 45 21,016,915 5 290.3 19
12 千葉県 20,044,937 6 323.5 39 18,403,829 6 297.0 15
13 東京都 94,902,086 1 708.8 1 60,415,546 1 451.2 1
14 神奈川県 30,322,048 4 333.4 35 26,642,483 2 292.9 17
15 新潟県 8,699,072 15 376.1 20 6,238,313 16 269.7 31
16 富山県 4,452,554 30 416.2 7 3,407,757 30 318.5 5
17 石川県 4,588,046 29 397.0 12 3,405,574 31 294.7 16
18 福井県 3,129,992 41 396.4 14 2,347,117 42 297.3 14
19 山梨県 3,118,690 42 370.7 23 2,352,709 41 279.7 26
20 長野県 7,886,952 18 373.9 22 5,950,452 18 282.1 23
21 岐阜県 7,208,829 22 353.2 29 5,545,258 20 271.7 28
22 静岡県 15,442,514 10 416.8 6 11,930,115 10 322.0 3
23 愛知県 35,990,293 3 482.7 2 26,296,107 4 352.7 2
24 三重県 7,656,376 19 419.4 5 5,738,601 19 314.4 7
25 滋賀県 5,845,873 24 413.0 9 4,424,365 23 312.6 8
26 京都府 10,053,754 13 385.2 16 7,903,445 13 302.8 12
27 大阪府 37,933,987 2 429.3 3 26,624,521 3 301.3 13
28 兵庫県 19,788,071 7 357.1 26 15,756,731 7 284.4 22
29 奈良県 3,540,714 39 257.4 47 3,486,255 29 253.4 35
30 和歌山県 3,579,029 38 368.5 24 2,717,023 38 279.8 25
31 鳥取県 1,779,178 47 310.0 44 1,337,529 47 233.0 46
32 島根県 2,382,265 45 342.0 31 1,699,429 46 244.0 40
33 岡山県 7,242,774 21 376.4 19 5,216,032 22 271.1 30
34 広島県 11,237,887 12 396.6 13 8,912,130 12 314.5 6
35 山口県 5,969,042 23 423.9 4 4,401,348 24 312.6 9
36 徳島県 3,012,328 43 394.4 15 2,219,318 43 290.5 18
37 香川県 3,672,273 36 374.3 21 2,835,364 37 289.0 20
38 愛媛県 4,756,495 27 340.8 32 3,516,676 27 252.0 37
39 高知県 2,349,510 46 318.5 41 1,866,110 45 253.0 36
40 福岡県 18,112,171 9 355.8 27 14,045,458 8 275.9 27
41 佐賀県 2,737,221 44 327.8 37 2,095,531 44 250.9 38
42 長崎県 4,310,310 32 310.9 43 3,263,193 32 235.4 45
43 熊本県 5,599,928 25 312.1 42 4,297,484 25 239.5 42
44 大分県 4,142,638 33 353.8 28 3,025,067 34 258.3 33
45 宮崎県 3,643,441 37 327.0 38 2,653,148 39 238.1 44
46 鹿児島県 5,330,338 26 319.6 40 3,984,592 26 238.9 43
47 沖縄県 4,051,060 34 285.1 46 3,024,363 35 212.9 47
出所）内閣府「県民経済計算」平成26年度版より
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〈図表２〉鹿児島県1人当たり県民所得の推移
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〈図表３〉域外収支の状況
都道府県
移出入（純）・統計上の
不突合
1人当たり純移輸出 純移輸出/県内総生産
実額（百万円） 順位 実額（万円） 順位 ％ 順位
01 北海道 ▲1,980,093 44 ▲36.7 30 ▲10.7 30
02 青森県 ▲543,677 33 ▲41.2 36 ▲12.3 36
03 岩手県 ▲525,484 31 ▲40.9 35 ▲11.3 33
04 宮城県 ▲624,851 36 ▲26.8 24 ▲7.0 24
05 秋田県 ▲618,694 34 ▲59.7 41 ▲17.9 41
06 山形県 ▲430,887 29 ▲38.1 32 ▲11.5 35
07 福島県 ▲707,312 39 ▲36.5 29 ▲9.6 28
08 茨城県 376,895 11 12.9 11 3.2 11
09 栃木県 886,249 5 44.8 4 10.8 4
10 群馬県 724,814 6 36.7 6 9.1 6
11 埼玉県 ▲4,393,907 47 ▲60.7 44 ▲21.0 43
12 千葉県 ▲2,822,795 45 ▲45.5 39 ▲14.1 38
13 東京都 26,808,809 1 200.2 1 28.2 1
14 神奈川県 ▲3,407,415 46 ▲37.5 31 ▲11.2 31
15 新潟県 ▲646,259 37 ▲27.9 25 ▲7.4 25
16 富山県 46,491 13 4.3 14 1.0 14
17 石川県 ▲62,546 15 ▲5.4 18 ▲1.4 17
18 福井県 ▲94,153 16 ▲11.9 19 ▲3.0 19
19 山梨県 ▲247,854 22 ▲29.5 27 ▲7.9 26
20 長野県 ▲333,242 26 ▲15.8 22 ▲4.2 23
21 岐阜県 228,138 12 11.2 12 3.2 12
22 静岡県 1,148,128 4 31.0 9 7.4 9
23 愛知県 4,695,665 2 63.0 2 13.0 2
24 三重県 632,309 7 34.6 7 8.3 7
25 滋賀県 540,098 8 38.2 5 9.2 5
26 京都府 ▲137,723 18 ▲5.3 17 ▲1.4 18
27 大阪府 4,484,962 3 50.8 3 11.8 3
28 兵庫県 ▲197,516 20 ▲3.6 15 ▲1.0 15
29 奈良県 ▲830,425 41 ▲60.4 43 ▲23.5 46
30 和歌山県 ▲350,732 27 ▲36.1 28 ▲9.8 29
31 鳥取県 ▲396,635 28 ▲69.1 45 ▲22.3 44
32 島根県 ▲311,218 24 ▲44.7 37 ▲13.1 37
33 岡山県 ▲277,343 23 ▲14.4 20 ▲3.8 20
34 広島県 383,687 10 13.5 10 3.4 10
35 山口県 451,916 9 32.1 8 7.6 8
36 徳島県 ▲125,562 17 ▲16.4 23 ▲4.2 21
37 香川県 ▲153,531 19 ▲15.6 21 ▲4.2 22
38 愛媛県 ▲540,436 32 ▲38.7 33 ▲11.4 34
39 高知県 ▲618,751 35 ▲83.9 47 ▲26.3 47
40 福岡県 ▲223,223 21 ▲4.4 16 ▲1.2 16
41 佐賀県 37,061 14 4.4 13 1.4 13
42 長崎県 ▲983,577 42 ▲70.9 46 ▲22.8 45
43 熊本県 ▲812,563 40 ▲45.3 38 ▲14.5 39
44 大分県 ▲467,482 30 ▲39.9 34 ▲11.3 32
45 宮崎県 ▲318,324 25 ▲28.6 26 ▲8.7 27
46 鹿児島県 ▲1,001,206 43 ▲60.0 42 ▲18.8 42
47 沖縄県 ▲678,488 38 ▲47.8 40 ▲16.7 40
出所）内閣府「県民経済計算」平成26年度版より
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〈図表４〉鹿児島県の産業別域外収支実額（2011年）
（単位：万円）
移輸出 移輸入 純移輸出
飲食料品 72,102,694 －39,114,944 32,987,750
電子部品 26,685,093 －2,799,775 23,885,318
窯業・土石製品 12,389,213 －3,778,551 8,610,662
運輸・郵便 25,767,318 －18,942,237 6,825,081
漁業 7,096,311 －921,201 6,175,110
電力・ガス・熱供給 3,141,229 －422,464 2,718,765
生産用機械 5,808,587 －5,099,678 708,909
林業 590,963 －198,382 392,581
対個人サービス 16,231,641 －15,866,412 365,229
鉱業 3,241,979 －2,893,076 348,903
不動産 10,553 －713 9,840
水道 4,542 －476 4,066
廃棄物処理 1,556 －92 1,464
建設 0 0 0
公務 0 0 0
事務用品 0 0 0
分類不明 0 0 0
医療・福祉 119 －1,549 －1,430
その他の非営利団体サービス 11,727 －17,895 －6,168
電気機械 8,245,465 －9,124,433 －878,968
教育・研究 40,304 －1,728,584 －1,688,280
金融・保険 423,704 －2,341,680 －1,917,976
農業 14,772,418 －16,800,750 －2,028,332
非鉄金属 1,614,148 －3,854,975 －2,240,827
パルプ・紙・木製品 5,138,004 －8,680,532 －3,542,528
金属製品 2,080,907 －5,912,641 －3,831,734
鉄鋼 121,651 －4,212,981 －4,091,330
はん用機械 317,444 －4,795,816 －4,478,372
商業 27,176,831 －31,763,920 －4,587,089
繊維製品 2,262,968 －7,168,383 －4,905,415
業務用機械 156,799 －5,093,955 －4,937,156
プラスチック・ゴム 675,799 －6,010,067 －5,334,268
その他の製造工業製品 1,964,499 －7,894,660 －5,930,161
情報・通信機器 321,023 －9,395,309 －9,074,286
情報通信 5,942,587 －16,398,445 －10,455,858
対事業所サービス 2,778,908 －16,751,064 －13,972,156
輸送機械 1,315,713 －18,486,216 －17,170,503
化学製品 1,083,253 －20,923,707 －19,840,454
石油・石炭製品 172,461 －21,557,546 －21,385,085
内生部門計 249,688,411 －308,953,109 －59,264,698
出所）平成23年鹿児島県産業連関表（39部門）より
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〈図表５〉付加価値から見た産業構造（全産業）
産　業
鹿児島県 全国
付加価値額（億円） 構成比（％） 付加価値額（億円） 構成比（％）
農林漁業 632.8 3.2 11,413.3 0.4
鉱業，採石業，砂利採取業 39.7 0.2 6,027.1 0.2
建設業 1,838.7 9.4 210,271.8 7.1
製造業 2,781.3 14.3 734,762.0 24.9
電気・ガス・熱供給・水道業 97.5 0.5 45,261.7 1.5
情報通信業 292.7 1.5 167,954.8 5.7
運輸業，郵便業 962.2 4.9 164,860.5 5.6
卸売業，小売業 3,832.9 19.7 535,628.6 18.2
金融業，保険業 687.9 3.5 194,884.6 6.6
不動産業，物品賃貸業 438.6 2.3 93,301.5 3.2
学術研究，専門・技術サービス業 463.4 2.4 147,521.4 5.0
宿泊業，飲食サービス業 774.0 4.0 97,496.6 3.3
生活関連サービス業，娯楽業 451.9 2.3 77,787.8 2.6
教育，学習支援業 654.4 3.4 72,969.1 2.5
医療，福祉 4,366.9 22.4 201,058.1 6.8
複合サービス事業 403.7 2.1 39,389.9 1.3
サービス業（他に分類されないもの） 760.8 3.9 147,360.6 5.0
全産業（公務を除く） 19,479.3 100.0 2,947,949.3 100.0
出所）総務省・経済産業省「平成28年経済センサス」より
〈図表６〉付加価値から見た産業構造（製造業）
産業
鹿児島県 全国
付加価値額（億円） 構成比（％） 付加価値額（億円） 構成比（％）
食料品製造業 1,808.1 25.5 101,233.8 9.5
飲料・たばこ・飼料製造業 1,134.7 16.0 33,627.1 3.2
繊維工業 72.6 1.0 16,858.8 1.6
木材・木製品製造業（家具を除く） 76.4 1.1 9,455.1 0.9
家具・装備品製造業 36.0 0.5 7,806.7 0.7
パルプ・紙・紙加工品製造業 131.6 1.9 24,969.1 2.3
印刷・同関連業 107.5 1.5 25,055.4 2.4
化学工業 98.3 1.4 116,322.1 10.9
石油製品・石炭製品製造業 20.8 0.3 8,090.2 0.8
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 72.6 1.0 46,441.7 4.4
ゴム製品製造業 2.9 0.0 15,304.4 1.4
なめし革・同製品・毛皮製造業 X X 1,294.9 0.1
窯業・土石製品製造業 832.6 11.8 33,694.0 3.2
鉄鋼業 11.0 0.2 40,315.6 3.8
非鉄金属製造業 66.6 0.9 22,779.5 2.1
金属製品製造業 218.8 3.1 60,744.9 5.7
はん用機械器具製造業 18.9 0.3 42,234.8 4.0
生産用機械器具製造業 280.1 4.0 69,931.9 6.6
業務用機械器具製造業 24.3 0.3 30,326.2 2.9
電子部品・デバイス・電子回路製造業 1,147.0 16.2 60,494.5 5.7
電気機械器具製造業 724.0 10.2 62,267.2 5.9
情報通信機械器具製造業 X X 25,480.7 2.4
輸送用機械器具製造業 83.8 1.2 191,956.0 18.1
その他の製造業 76.2 1.1 16,609.7 1.6
製造業計 7,084.2 100.0 1,063,294.2 100.0
出所）総務省・経済産業省「平成28年経済センサス」より
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〈図表７〉1人当たり県民雇用者報酬ならびに1人当たり民間企業所得（2014年度）
1人当たり県民雇用者報酬 1人当たり民間企業所得
（万円） （順位） （万円） （順位）
01 北 海 道 436.8 22 43.7 30
02 青 森 県 380.4 42 51.2 24
03 岩 手 県 385.7 39 64.3 16
04 宮 城 県 437.0 21 58.2 19
05 秋 田 県 347.5 46 55.8 20
06 山 形 県 391.1 37 42.3 31
07 福 島 県 425.2 27 75.9 7
08 茨 城 県 447.7 17 70.1 11
09 栃 木 県 485.3 4 54.7 22
10 群 馬 県 433.8 23 74.5 9
11 埼 玉 県 462.8 8 29.6 43
12 千 葉 県 465.4 7 31.2 41
13 東 京 都 632.8 1 95.1 1
14 神 奈 川 県 507.3 3 16.7 47
15 新 潟 県 421.2 28 30.1 42
16 富 山 県 411.2 32 70.9 10
17 石 川 県 407.0 34 54.0 23
18 福 井 県 415.3 30 65.1 13
19 山 梨 県 450.3 15 43.8 29
20 長 野 県 462.2 9 29.1 45
21 岐 阜 県 416.0 29 39.4 33
22 静 岡 県 432.3 24 63.5 17
23 愛 知 県 471.3 6 64.7 15
24 三 重 県 455.3 12 79.3 5
25 滋 賀 県 444.0 18 68.0 12
26 京 都 府 441.0 19 65.0 14
27 大 阪 府 543.0 2 36.0 35
28 兵 庫 県 461.0 10 33.7 39
29 奈 良 県 474.3 5 28.7 46
30 和 歌 山 県 399.1 36 87.1 3
31 鳥 取 県 382.0 41 31.7 40
32 島 根 県 387.9 38 36.7 34
33 岡 山 県 450.7 14 35.0 37
34 広 島 県 447.7 16 75.2 8
35 山 口 県 451.7 13 87.7 2
36 徳 島 県 429.7 25 84.0 4
37 香 川 県 439.3 20 59.9 18
38 愛 媛 県 401.9 35 47.2 28
39 高 知 県 428.9 26 55.2 21
40 福 岡 県 458.2 11 39.7 32
41 佐 賀 県 321.8 47 76.2 6
42 長 崎 県 374.8 44 35.1 36
43 熊 本 県 410.2 33 29.2 44
44 大 分 県 412.2 31 50.2 26
45 宮 崎 県 376.1 43 47.8 27
46 鹿 児 島 県 385.0 40 50.7 25
47 沖 縄 県 354.7 45 34.3 38
469.5 51.6
出所）内閣府「県民経済計算」平成26年度版より
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〈図表８〉1人当たり県民雇用者報酬および1人当たり民間企業所得の推移
単位：万円，位
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
金額 順位 金額 順位 金額 順位 金額 順位 金額 順位
1人当たり県民雇用者報酬 386.6 43 387.4 42 399.4 38 390.0 40 384.2 40
1人当たり民間企業所得 54.2 16 72.6 28 56.4 18 48.6 13 48.0 17
2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
金額 順位 金額 順位 金額 順位 金額 順位 金額 順位
1人当たり県民雇用者報酬 385.6 39 385.8 38 387.5 38 383.2 39 385.0 40
1人当たり民間企業所得 57.0 16 54.8 16 51.3 19 53.3 24 50.7 25
出所）内閣府「県民経済計算」平成26年度版より
〈図表９〉産業別の1人当たり雇用者報酬（全産業）
産業分類
1人当たり雇用者報酬（万円）
鹿児島県 全国 差分
農林水産業 161.1 172.3 －11.2
鉱　業 438.4 440.4 －2.0
製造業 320.1 437.1 －117.0
建設業 355.4 444.0 －88.6
電気・ガス・水道 677.2 646.1 31.1
卸売・小売 379.9 418.2 －38.3
金融・保険業 521.5 591.2 －69.7
不動産業 320.9 459.1 －138.2
運輸・通信業 335.6 430.5 －94.9
サービス業 338.1 413.9 －75.8
公　務 646.5 671.1 －24.6
平均 364.8 438.8 －74.0
出所）経済産業省「鹿児島県の地域経済分析」より
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〈図表10〉産業別の1人当たり現金給与総額（製造業）
産業分類
1人当たり現金給与総額（万円）
鹿児島県 全国 差分
食料品製造業 239.6 277.6 －37.9
飲料 ･たばこ ･飼料製造業 330.6 410.1 －79.5
繊維工業 192.8 265.8 －73.0
木材 ･木製品製造業（家具を除く） 262.5 329.8 －67.3
家具・装備品製造業 281.1 358.9 －77.8
パルプ ･紙 ･紙加工品製造業 482.8 406.5 76.4
印刷・同関連業 323.8 398.3 －74.5
化学工業 374.2 553.6 －179.4
石油製品・石炭製品製造業 401.6 739.1 －337.5
プラスチック製品製造業 301.0 388.6 －87.6
ゴム製品製造業 － 434.9 －
なめし革 ･同製品 ･毛皮製造業 － 278.6 －
窯業・土石製品製造業 377.2 425.0 －47.9
鉄鋼業 356.5 549.9 －193.4
非鉄金属製造業 485.9 509.2 －23.3
金属製品製造業 333.2 400.5 －67.2
はん用機械器具製造業 359.1 520.1 －161.1
生産用機械器具製造業 417.3 482.5 －65.2
業務用機械器具製造業 320.3 475.7 －155.4
電子部品 ･デバイス ･電子回路製造業 471.5 503.2 －31.7
電気機械器具製造業 311.1 473.8 －162.7
情報通信機械器具製造業 375.2 547.9 －172.7
輸送用機械器具製造業 410.1 554.2 －144.2
その他の製造業 298.7 370.7 －72.0
平　　均 328.1 436.5 －108.4
出所）経済産業省「鹿児島県の地域経済分析」より
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〈図表11〉農林水産業および飲食料品製造業の付加価値率
都道府県
農林水産業 飲食料品製造業
産出額(a) 県内総生産(b)
付加価値率
(b)/(a)×100
産出額(c) 県内総生産（d)
付加価値率
(d)/(c)×100
（百万円） （順位） （百万円） （順位） （％） （順位） （百万円） （順位） （百万円） （順位） （％） （順位）
北海道 1,602,129 1 749,251 1 46.8 14 2,170,266 2 587,693 12 27.1 45
青森県 369,199 8 170,968 6 46.3 18 399,634 25 73,018 38 18.3 47
岩手県 333,515 9 143,183 11 42.9 33 342,850 28 104,089 32 30.4 42
宮城県 254,306 16 96,097 22 37.8 44 620,302 19 216,714 21 34.9 31
秋田県 199,260 24 96,233 21 48.3 10 121,482 44 44,485 44 36.6 23
山形県 244,411 18 129,104 14 52.8 5 348,236 27 106,142 31 30.5 41
福島県 232,034 20 98,828 19 42.6 36 630,992 17 370,549 15 58.7 3
茨城県 486,618 3 220,617 2 45.3 24 1,796,031 7 612,996 10 34.1 33
栃木県 279,891 13 116,790 15 41.7 40 1,424,215 9 950,428 2 66.7 1
群馬県 252,260 17 105,575 18 41.9 38 1,146,473 13 427,512 14 37.3 21
埼玉県 218,683 22 115,781 16 52.9 4 1,824,032 5 612,741 11 33.6 34
千葉県 476,937 4 217,804 3 45.7 23 1,672,328 8 586,873 13 35.1 30
東京都 89,388 40 48,797 36 54.6 3 1,389,331 11 728,234 4 52.4 4
神奈川県 119,291 33 57,487 33 48.2 11 1,798,765 6 709,223 6 39.4 16
新潟県 328,651 10 160,731 7 48.9 9 790,686 16 333,520 16 42.2 13
富山県 85,540 42 36,713 42 42.9 34 200,025 39 60,125 40 30.1 43
石川県 80,781 43 37,648 40 46.6 15 162,408 42 62,398 39 38.4 19
福井県 57,195 46 26,845 46 46.9 13 58,734 47 26,793 47 45.6 8
山梨県 91,329 39 52,370 35 57.3 2 296,669 33 123,264 27 41.5 14
長野県 317,995 12 142,302 12 44.7 25 609,340 20 230,777 20 37.9 20
岐阜県 153,867 30 68,275 30 44.4 30 396,114 26 128,522 25 32.4 35
静岡県 327,772 11 151,504 10 46.2 19 2,325,414 1 1,147,684 1 49.4 5
愛知県 369,687 7 156,403 9 42.3 37 1,958,085 3 712,516 5 36.4 24
三重県 187,732 26 83,587 26 44.5 27 480,616 22 146,969 23 30.6 40
滋賀県 73,211 44 37,944 39 51.8 8 335,387 30 121,530 28 36.2 26
京都府 86,379 41 39,738 38 46.0 21 1,057,879 14 659,155 7 62.3 2
大阪府 62,793 45 36,287 44 57.8 1 1,392,338 10 631,573 9 45.4 9
兵庫県 219,302 21 97,368 20 44.4 29 1,864,178 4 788,415 3 42.3 12
奈良県 49,057 47 22,573 47 46.0 20 232,723 37 99,551 33 42.8 10
和歌山県 121,414 32 63,092 31 52.0 7 192,969 40 59,887 41 31.0 38
鳥取県 95,845 37 36,708 43 38.3 43 149,944 43 53,618 43 35.8 27
島根県 91,966 38 36,956 41 40.2 41 79,826 46 28,956 46 36.3 25
岡山県 159,418 29 73,327 28 46.0 22 625,898 18 242,443 18 38.7 18
広島県 179,093 27 79,813 27 44.6 26 605,003 21 237,022 19 39.2 17
山口県 98,750 36 36,097 45 36.6 46 266,079 35 97,512 34 36.6 22
徳島県 136,246 31 56,900 34 41.8 39 181,140 41 57,103 42 31.5 36
香川県 102,072 35 45,447 37 44.5 28 334,145 32 95,855 35 28.7 44
愛媛県 234,399 19 90,200 25 38.5 42 335,275 31 118,289 29 35.3 28
高知県 195,033 25 92,914 23 47.6 12 89,302 45 37,914 45 42.5 11
福岡県 278,154 14 129,107 13 46.4 17 1,363,809 12 653,365 8 47.9 6
佐賀県 169,104 28 72,453 29 42.8 35 342,475 29 116,947 30 34.1 32
長崎県 259,734 15 111,936 17 43.1 32 280,162 34 85,818 36 30.6 39
熊本県 410,953 6 190,936 5 46.5 16 426,022 24 150,231 22 35.3 29
大分県 210,562 23 90,986 24 43.2 31 261,479 36 123,267 26 47.1 7
宮崎県 419,873 5 158,375 8 37.7 45 454,490 23 142,570 24 31.4 37
鹿児島県 597,521 2 197,293 4 33.0 47 1,040,115 15 246,266 17 23.7 46
沖縄県 117,817 34 61,503 32 52.2 6 211,538 38 84,933 37 40.2 15
全県計 11,527,167 5,140,846 44.6 35,085,204 14,035,485 40.0
出所）内閣府「県民経済計算」平成26年度版より
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〈図表12〉鹿児島県の飲食料品製造業（2014年）
産業分類
事業
所数
製造品出荷額等 従業者数 付加価値額
付加価値
率（％）
付加価値
率全国
（％）
備　考
（万円） （順位） （人） （順位） （万円） （順位）
畜産食料品製
造業
部分肉・冷凍肉製造業 32 21,420,528 2 3,874 2 2,600,736 3 12.1 16.5
その他の畜産食料品製造業 69 12,999,254 3 5,098 1 3,185,851 2 24.5 23.6 加工卵製造業，食鳥処理加工業など
肉加工品製造業 11 845,165 20 605 15 327,128 20 38.7 28.6
計 112 35,264,947 9,577 6,113,715 17.3 24.7
水産食料品製
造業
その他の水産食料品製造業 123 4,921,621 5 2,129 4 1,021,309 5 20.8 30.0 鰹節製造業など
冷凍水産食品製造業 13 1,080,471 15 488 18 239,658 22 22.2 23.3
水産練製品製造業 38 979,403 16 816 12 508,872 15 52.0 42.1
塩干・塩蔵品製造業 29 386,950 26 537 17 32,094 32 8.3 25.2
冷凍水産物製造業 3 156,892 33 50 35 41,966 31 26.7 22.1
海藻加工業 3 107,114 34 33 37 20,161 35 18.8 35.6
水産缶詰・瓶詰製造業 3 19,083 37 37 36 6,977 37 36.6 27.5
計 212 7,651,534 4,090 1,871,037 24.5 29.4
野菜缶詰・果
実缶詰・農産
保存食料品製
造業
野菜漬物製造業（缶詰，瓶詰，つ
ぼ詰を除く）
25 826,363 21 804 13 346,600 18 41.9 37.8
野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食
料品製造業（野菜漬物を除く）
25 810,827 22 629 14 330,879 19 40.8 29.7
計 50 1,637,190 1,433 677,479 41.4 33.5
調味料製造業
その他の調味料製造業 12 764,070 23 418 20 291,687 21 38.2 42.5
食酢製造業 11 225,105 28 170 29 125,074 27 55.6 42.7
しょう油・食用アミノ酸製造業 17 224,109 29 218 27 93,086 29 41.5 44.8
味そ製造業 11 33,281 36 84 31 19,311 36 58.0 46.8
計 51 1,246,565 890 529,158 42.4 41.6
糖類製造業
砂糖製造業（砂糖精製業を除く） 21 878,073 19 444 19 411,211 17 46.8 26.5
砂糖精製業 5 163,109 32 54 34 30,112 33 18.5 32.4
計 26 1,041,182 498 441,323 42.4 27.4
精穀・製粉業
精米・精麦業 8 1,218,696 14 167 30 150,024 24 12.3 14.4
計 8 1,218,696 167 150,024 12.3 15.8
パン・菓子製
造業
パン製造業 24 1,393,579 12 900 9 682,472 10 49.0 47.8
その他のパン・菓子製造業 22 1,330,685 13 578 16 641,694 12 48.2 44.6
生菓子製造業 31 973,536 17 890 10 547,041 13 56.2 49.6 和洋生菓子製造業など
ビスケット類・干菓子製造業 6 44,844 35 84 32 26,516 34 59.1 52.0
計 83 3,742,644 2,452 1,897,723 50.7 47.9
動植物油脂製
造業
動植物油脂製造業（食用油脂加
工業を除く）
12 1,435,666 10 323 23 411,501 16 28.7 18.7 牛脂･豚脂製造業，ごま油製造業など
計 12 1,435,666 323 411,501 28.7 22.8
その他の食料
品製造業
冷凍調理食品製造業 27 4,109,151 7 1,791 6 993,438 6 24.2 31.5
すし・弁当・調理パン製造業 21 2,605,939 8 1,959 5 644,373 11 24.7 39.2
でんぷん製造業 19 1,615,321 9 301 25 721,666 9 44.7 30.3
他に分類されない食料品製造業 44 952,016 18 967 8 531,152 14 55.8 38.5
そう（惣）菜製造業 11 586,777 25 261 26 195,388 23 33.3 34.8
めん類製造業 18 354,156 27 347 21 148,828 25 42.0 35.9
豆腐・油揚製造業 31 200,244 30 303 24 116,478 28 58.2 44.7
計 171 10,423,604 5,929 3,351,323 32.2 36.7
清涼飲料製造
業
清涼飲料製造業 20 1,426,672 11 340 22 774,701 8 54.3 35.8
計 20 1,426,672 340 774,701 54.3 35.8
酒類製造業
蒸留酒・混成酒製造業 109 11,474,066 4 2,400 3 4,597,361 1 40.1 32.1
計 109 11,474,066 2,400 4,597,361 40.1 30.6
茶・コーヒー
製造業
製茶業 170 4,382,366 6 1,615 7 971,979 7 22.2 28.4
計 170 4,382,366 1,615 971,979 22.2 23.8
飼料・有機質
肥料製造業
配合飼料製造業 20 21,713,797 1 850 11 1,442,126 4 6.6 13.0
単体飼料製造業 8 658,378 24 84 33 144,962 26 22.0 28.1
有機質肥料製造業 21 176,464 31 178 28 64,752 30 36.7 44.7
計 49 22,548,639 1,112 1,651,840 7.3 15.5
合　計 1,073 103,493,771 30,826 23,439,164 22.6 32.1
出所）経済産業省「平成26年工業統計表」産業細分類別統計表より
